
(単位:百万円)

科         目 金　額 科         目 金　額

7,586 88,622

現 金 2 支 払 備 金 15,552

預 貯 金 7,584 責 任 準 備 金 73,070

119,640 52,054

国 債 6,780 共 同 保 険 借 73

地 方 債 6,365 再 保 険 借 3,030

社 債 55,250 外 国 再 保 険 借 34,102

株 式 15,886 未 払 法 人 税 等 384

外 国 証 券 27,854 預 り 金 1,271

そ の 他 の 証 券 7,503 未 払 金 6,392

4,017 仮 受 金 4,724

保 険 約 款 貸 付 17 金 融 派 生 商 品 1,160

一 般 貸 付 4,000 資 産 除 去 債 務 914

823 13,457

建 物 405 144

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 418 546

9,994 170

ソ フ ト ウ ェ ア 1,477 2,352

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 8,517 157,350

45,500

未 収 保 険 料 783 13,762

代 理 店 貸 9,780 10

共 同 保 険 貸 167 そ の 他 資 本 剰 余 金 10

再 保 険 貸 938 5,513

外 国 再 保 険 貸 26,097 そ の 他 利 益 剰 余 金 5,513

未 収 金 2,213 繰 越 利 益 剰 余 金 5,513

未 収 収 益 291 19,285

預 託 金 1,501 10,741

仮 払 金 3,391 10,741

金 融 派 生 商 品 47 30,026

そ の 他 の 資 産 288

△ 185

187,377 187,377

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

負 債 の 部 合 計

そ の 他 資 産 (純　資　産　の　部)

資 本 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

賞 与 引 当 金

無 形 固 定 資 産 価 格 変 動 準 備 金

繰 延 税 金 負 債

有 価 証 券 そ の 他 負 債

貸 付 金

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

平成26年度（平成27年3月31日現在）貸借対照表

(資　産　の　部) (負　債　の　部)

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金



注 1.

(1)

(2)

(3)

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

(1)

(2)

(3)ヘッジ方針

主として内部規程に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

ヘッジ会計の方法

外貨建債券の為替変動リスクのヘッジについては、時価ヘッジを採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

　為替予約 　外貨建債券

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」とい
う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号平成27年3月26日。以下
「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ
られた定めについて当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直しました。退職給
付見込額の期間帰属方法は、期間定額基準を採用しておりましたが、給付算定式基準へ変更しております。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業
年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減して
おります。
この結果、期首の退職給付引当金が97百万円減少し、利益剰余金が同額増加しております。
なお、当事業年度の経常利益および税引前当期純利益への影響は軽微であります。

役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払いに備え、内部規程に基づく当事業年度末要支給額を計上して
おります。
賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。

価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき計上しており
ます。

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年4月1日前に開始する事業年度に属
するものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

重要なヘッジ会計の方法

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者に
対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込
額及び保証による回収が可能と認められる額等を控除し、その残額を引き当てております。

今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能
見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断
して必要と認められる額を引き当てております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を
引き当てております。

また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき、各資産所管部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した
部署が査定結果を検証しており、統合リスク管理委員会による審議を経た後、その査定結果に基づいて上記の引
当を行っております。

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により費用処
理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

（会計方針の変更）

（会計方針の変更）
従来、当社は、有形固定資産の減価償却方法について定率法を採用しておりましたが、当事業年度より定額
法に変更しております。当社が属するAIGグループではグループ内の業務や拠点の統合を進めている中、シス
テムや有形固定資産への大規模な投資が見込まれております。
これを契機に、国内AIGグループとの会計処理の統一を目的として、当社でも有形固定資産の使用状況を見直
した結果、経済的便益がその耐用年数にわたって平均的に消費されると見込まれるため、定額法がより適切
に期間損益を反映させると判断致しました。
この結果、従来の方法と比べて、経常利益及び税引前当期純利益が123百万円増加しております。

無形固定資産の減価償却は、定額法により行っております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠しております。

貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却･引当基準に基づき、次のとおり計上しております。

有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。

満期保有目的の債券の評価は、償却原価法により行っております。

その他有価証券のうち時価のあるものの評価は期末日の市場価格等に基づく時価法により行っております。
なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価の算定は移動平均法に基づいております。

その他有価証券のうち時価を把握することが極めて困難と認められるものの評価は移動平均法に基づく原価
法により行っております。

デリバティブ取引の評価は時価法により行っております。

有形固定資産の減価償却は定額法により行っております。



(4)

13.

14.

(1)

(2)

(3)

15.

① 満期保有目的の債券

    ② その他有価証券

 （注1）

(1)

(2)

(3)

(4)

①

株式の時価は取引所の価格によっております。債券の時価は日本証券業協会の公表する公社債店頭売
買参考統計値表に表示される価格又は情報ベンダーから提示された価格、もしくは取引金融機関から
提示された価格等によっております。また、投資信託の時価は取引所の価格又は公表されている基準
価格、もしくは取引金融機関等から提示された価格によっております。

貸付金

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないもの

該当事項はありません。

 （*） その他資産及びその他負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバ
ティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

金融商品の時価の算定方法

現金及び預貯金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。

有価証券

　②ヘッジ会計が適用されているもの △ 1,113 △ 1,113 － 

デリバティブ取引計 △ 1,113 △ 1,113 － 

デリバティブ取引（*）

　①ヘッジ会計が適用されていないもの － － － 

(3)貸付金 4,017 4,017 － 

資産計 129,231 129,384 152

6,977 7,130 152

110,650 110,650 － 

(1)現金及び預貯金 7,586 7,586 － 

(2)有価証券

金融商品の時価等に関する事項

平成27年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません（（注2）参照）。

貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

金融商品に対する取組方針

当社は、保険引受により収受した保険料を原資に、適切なリスク管理のもと資産運用を行っております。運
用資産は、将来の保険金や満期返戻金、解約返戻金等の保険契約に係る負債の支払いに備えるため、資産・
負債の総合管理（ALM）の高度化を進めるなど、負債特性を考慮した運用を行っております。同時に、大規模
災害等に備えるため一定の流動性を維持しつつ、運用資産の分散を図ることにより、資産運用収益の安定的
拡大及び保有資産の安全性確保に努めております。

金融商品の内容及びそのリスク

当社が保有する金融商品は、主に公社債、株式、外国証券を含む有価証券であり、その他に貸付金がありま
す。資産運用に関するリスクは、金利、為替、株価等の市場変動に伴う市場リスク、与信先の債務不履行等
により損失を被る信用リスク、市場の混乱等により不利な条件での資産売却を余儀なくされることにより損
失を被る流動性リスクがあります。
これらのリスクに対するヘッジを目的として、有価証券投資の一部は、為替予約取引を利用しており、ヘッ
ジ会計を適用しております。

金融商品に係るリスク管理体制

資産の運用にあたっては、「資産運用基準」を定め、資産運用部門はそれに従って投融資を実施し、あわせ
て、投融資委員会を設置し、適正な投融資となるよう審議・検討する体制を作っております。
更に、金融商品を含む資産運用リスクについては、当社では、「リスク管理方針」等のもと、「資産運用リ
スク管理規程」を作成し、それに従って資産運用リスクを管理しています。「資産運用リスク管理規程」で
は、金利変動リスク、価格変動リスク・為替変動リスク等、リスクを分類し、それぞれにモニタリング方法
を定めております。リスク管理部門は、規程に定められたそれぞれの方法により資産運用の各リスクをモニ
タリングし、定期的に統合リスク管理委員会等に報告しております。
各リスクのモニタリングは、バリュー・アット・リスクの計測手法などにより、計量化し把握するよう努め
ております。加えて、通常の市場変化を超える環境への想定とし、ストレステストを実施し、ストレス下の
リスク量を把握するようしております。

ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段について、相場変動の累計を比較する方法により行っております。

消費税等の会計処理は税抜方式により行っております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費の費用は税
込方式により行っております。
なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、5年間で均等償却を行っております。

金融商品の状況に関する事項



②

 （注2）

① 株式(※)

② その他の証券(※)

16. (1)

(2)

(3)

17.

18.

19.

20.

21.

22. 支払備金の内訳は以下のとおりであります。

   支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる金額を除く）

　 同上に係る出再支払備金

　 　差引（イ）

　 地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る支払備金（ロ）

　 　計（イ＋ロ）

23. 責任準備金の内訳は以下のとおりであります。

   普通責任準備金（出再責任準備金控除前）

　 同上に係る出再責任準備金

　 　差引（イ）

　 その他の責任準備金（ロ）

　 　計（イ＋ロ）

24.

73,070 百万円

1株当たりの純資産額は2,727,247円85銭であります。

算定上の基礎である純資産の部の合計額から控除する金額はありません。普通株式の当事業年度末株式数は
10,010株、普通株式と同等の株式数は1,000株であります。

180,585 百万円

31,246 百万円

41,823 百万円

1,206 百万円

15,552 百万円

211,832 百万円

担保に供している資産は、有価証券2,388百万円であります。

83,333 百万円

68,987 百万円

14,345 百万円

その他の無形固定資産のうち主なものはソフトウェア仮勘定8,515百万円であります。

関係会社に対する金銭債権総額は140百万円、金銭債務総額は446百万円であります。

繰延税金資産の総額は17,680百万円、繰延税金負債の総額は2,352百万円であります。また、繰延税金資産から
評価性引当額として控除した額は17,680百万円であります。繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、責任準
備金9,651百万円、退職給付引当金3,873百万円、有価証券評価損1,369百万円及び支払備金354百万円等でありま
す。繰延税金負債の発生の主な原因はその他有価証券評価差額金2,337百万円であります。

（法人税等の税率の変更による繰延税金負債の金額の修正）
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が平成27年3月31日に公布され、平成27年4月1
日以後に開始する事業年度から法人税率等の引き下げが行われることになりました。これに伴い、平成27年4
月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に
使用する法定実効税率は従来の30.7％から28.8％となります。
この税率変更により、繰延税金負債は156百万円減少しております。なお、当事業年度の当期純利益への影響
は軽微であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又
は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金(貸倒償却を行った部分
を除く。以下｢未収利息不計上貸付金｣という。)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第1項
第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸付金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。

貸付金のうち、3ヵ月以上延滞債権はありません。
なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延している貸付
金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

貸付金のうち、貸付条件緩和債権はありません。
なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支
払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者の有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、延
滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

有形固定資産の減価償却累計額は3,828百万円であります。

1,434

合計 2,012

(※) 市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象と
しておりません。

貸付金のうち、破綻先債権及び延滞債権はありません。

ヘッジ会計が適用されているもの

為替予約取引の時価の算定には、先物為替相場を使用しております。

時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりであり、「(2)有価証券②その
他有価証券」には含めておりません。

区  分
貸借対照表計上額

（百万円）

577



25.
(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 百万円
会計方針の変更による累積的影響額

会計方針の変更を反映した期首における退職給付債務 百万円
勤務費用
利息費用
数理計算上の差異の当期発生額
退職給付の支払額

期末における退職給付債務 百万円

(2)年金資産の期首残高と期末残高の調整表
期首における年金資産 百万円

期待運用収益
数理計算上の差異の当期発生額
事業主からの拠出額
退職給付の支払額

期末における年金資産 百万円

(3)退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調整表

積立制度

退職給付債務 百万円

年金資産

未認識数理計算上の差異

百万円

非積立制度

退職給付債務 百万円

未認識数理計算上の差異

未認識過去勤務費用

百万円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 百万円

(4)年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

％

％

現金及び預金 ％

％

％

(5)長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

(6)数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 ％

長期期待運用収益率 ％

26.

(1)

① 合併消滅会社の名称及び合併消滅会社の事業の内容

名称

合併消滅会社の事業の内容

② 企業結合日

平成26年4月1日

③ 合併の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、ACSJ社は解散により消滅致しました。
なお、存続会社である当社と消滅会社であるACSJ社は、共通の完全親会社を有することから、合併に際し
て株式の割当その他の対価の交付は行いません。

1.00

2.00

当社は、平成26年1月22日開催の臨時株主総会においてAIGクレイム・ソリュ－ション・ジャパン株式会社を吸収
合併することを決議し、合併契約締結後、平成26年4月1日付で合併致しました。

合併消滅会社の名称及び合併消滅会社の事業の内容、合併の法的形式並びに取引の目的を含む取引の概要

AIGクレイム・ソリューション・ジャパン株式会社（以下、ACSJ社）

損害保険及び生命保険に関する一切のコンサルティング業務、並びに、労
働者派遣事業

0

その他 6

合 計 100

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成
する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益年金資産の長期期待運用収益率を決定するた
め、現在及び予想される年金資産の率を考慮しております。

4,019

13,457

債 券 49

株 式 45

△ 1,817

9,438

4,760

△ 629

△ 111

1,723
△ 883
26,452

37,707

△ 26,452

42,467

21,763
326

3,522

△ 97
36,538
1,492

639
4,825

△ 1,028

退職給付に関する事項は以下のとおりであります。

36,635



④ 取引の目的を含む取引の概要

(2)企業結合日に受入れた資産の額及び負債の額

① 資産の総額 百万円

② 負債の総額 百万円

(3)実施した会計処理の概要

27.

日本におけるAIGグループカンパニーズのガバナンス態勢の整備・強化と事業再編の一環として実施され
たものであります。

380

245

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「事業分離等に関する会計基
準」（企業会計基準第7号 平成20年12月26日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する
適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理
を行いました。

金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。



(単位:百万円)

経    常    収    益 63,506

59,979

正 味 収 入 保 険 料 59,055

収 入 積 立 保 険 料 3

積 立 保 険 料 等 運 用 益 284

支 払 備 金 戻 入 額 540

為 替 差 益 69

そ の 他 保 険 引 受 収 益 25

2,581

利 息 及 び 配 当 金 収 入 1,409

有 価 証 券 売 却 益 1,454

有 価 証 券 償 還 益 0

そ の 他 運 用 収 益 0

積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替 △ 284

945

経    常    費    用 59,954

12,215

正 味 支 払 保 険 金 24,562

損 害 調 査 費 6,636

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 △ 21,781

満 期 返 戻 金 318

契 約 者 配 当 金 0

責 任 準 備 金 繰 入 額 2,465

そ の 他 保 険 引 受 費 用 12

76

有 価 証 券 売 却 損 0

有 価 証 券 償 還 損 1

金 融 派 生 商 品 費 用 63

為 替 差 損 10

46,975

688

支 払 利 息 19

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 103

貸 倒 損 失 1

そ の 他 の 経 常 費 用 563

経    常    利    益 3,551

特    別    利    益 -

特    別    損    失 45

2

42

3,506

745

45

790

2,715

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 処 分 損

そ の 他 経 常 収 益

保 険 引 受 費 用

資 産 運 用 費 用

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

そ の 他 経 常 費 用

平成26年度 損益計算書

科                     目 金   額

保 険 引 受 収 益

資 産 運 用 収 益

平成 2 6年  4月  1日から  
 

平成 2 7年  3月 3 1日まで  



注 1.

2. (1)正味収入保険料の内訳は以下のとおりであります。

百万円

百万円

差 引 百万円

(2)正味支払保険金の内訳は以下のとおりであります。

百万円

百万円

差 引 百万円

(3)諸手数料及び集金費の内訳は以下のとおりであります。

百万円

百万円

差 引 百万円

(4)支払備金戻入額（△は繰入額）の内訳は以下のとおりであります。

百万円

同上に係る出再支払備金戻入額 百万円

差引（イ） 百万円

百万円

計（イ＋ロ） 百万円

(5)責任準備金繰入額（△は戻入額）の内訳は以下のとおりであります。

百万円

百万円

差引（イ） 百万円

百万円

計（イ＋ロ） 百万円

(6)利息及び配当金収入の内訳は以下のとおりであります。

百万円

百万円

百万円

百万円

3.

4.

5.

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

6.

計 2,523

当期における法定実効税率は30.7%、税効果適用後の法人税等の負担率は22.5%であり、この差異の主要な内訳は経営
指導料受贈益の益金不算入による△17.4%、交際費等損金不算入による6.6%及び法人住民税均等割等による2.8%等であ
ります。

数理計算上の差異の費用処理額 652

過 去 勤 務 費 用 の 費 用 処 理 額 66

利 息 費 用 639

期 待 運 用 収 益 △ 326

計 1,409

金融派生商品費用中の評価損益は689百万円の損であります。

1株当たりの当期純利益は246,641円37銭であります。算定上の基礎である当期純利益は2,715百万円であり普通株式及
び普通株式と同等の株式に係るものであります。また、普通株式の期中平均株式数は10,010株、普通株式と同等の株
式の期中平均株式数は1,000株であります。

損害調査費、営業費及び一般管理費として計上した退職給付費用は2,523百万円であり、その内訳は以下のとおりであ
ります。

勤 務 費 用 1,492

貸 付 金 利 息 29

預 貯 金 利 息 5

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 1,375

同上に係る出再責任準備金繰入額 10,926

690

その他の責任準備金繰入額（ロ） 1,774

2,465

586

地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る支払備金戻入額
（ロ）

△ 46

540

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） 11,616

出 再 保 険 手 数 料 77,740

△ 21,781

支払備金戻入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる金額を
除く）

△ 4,250

△ 4,837

支 払 保 険 金 107,625

回 収 再 保 険 金 83,062

24,562

支 払 諸 手 数 料 及 び 集 金 費 55,958

関係会社との取引による費用総額は1,245百万円であります。

収 入 保 険 料 261,887

支 払 再 保 険 料 202,831

59,055



7. 関連当事者との取引については以下のとおりであります。

(1)親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

(2)関連会社等

該当事項はありません。

(3)兄弟会社等

出再取引

保険料

保険金

手数料

出再取引

保険料

保険金

手数料

(4)役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

8.

資金貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

未収金 8

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注） 出再取引については、市場実勢を勘案して双方が希望条件を提示し、取引条件交渉の上で決定しておりま
す。

資金の貸付(純額) 4,000 貸付金 4,000

24,438

親会社の
子会社

AIGビジネス・
パートナーズ株式
会社 なし

当社資金
の貸付 受取利息 28

59,155 外国再保険貸 8,191

24,661 外国再保険借 9,438

16,774

52,799 外国再保険借 22,747

50,495

親会社の
子会社

アメリカン イン
ターナショナル
リインシュアラン
ス カンパニー

なし なし

期末残高
(百万円)

親会社の
子会社

ナショナル ユニ
オン

なし なし
125,585 外国再保険貸

種類 会社等の名称
議決権等の所
有(被所有)の

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目


